別紙様式1　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和　　年　　月　　日
国立大学法人横浜国立大学長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社　名　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                            
[bookmark: _Hlk140652743][bookmark: _Hlk140672544]　「横浜国立大学（常盤台）基幹整備（屋外消火栓設備配管）工事」の競争参加資格確認資料を提出します。なお、国立大学法人横浜国立大学工事契約実施規則第２条及び第３条の規定に該当しない者であること、資本関係又は人的関係がある者が当該入札に参加しようとしていないこと（資本関係又は人的関係がある者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く）、会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと、警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして文部科学省発注工事等から排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと、並びに添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。問い合わせ先は下記のとおりです。

記

　　１．問い合わせ先
　　　　　担 当 者　：　
　　　　　部　　署　：　
　　　　　電話番号　：　
　　２．本店所在地
　　　　　名　　称　：
　　　　　住　　所　：
　　　　　電話番号　：
　　３．神奈川県内又は東京都内にある支店又は営業所の所在地（１件）のみ記載する。
　　　　　名　　称　：
　　　　　住　　所　：
　　　　　電話番号　：
　　4．経営事項審査状況
          直近の審査基準日 ：

注：本店とは、競争参加資格審査申請書に記載した本店。本店が、神奈川県内又は東京都　に所在する場合は、３．の記載は不要。
注：電子入札システムにより競争参加資格確認資料を提出する場合は、代表者の印を省略できるものとする。ただし、指定の容量を超過して持参又は郵送等による場合は押印すること。

（競争参加資格確認申請書の記載例）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）
令和　　年　　月　　日
国立大学法人横浜国立大学長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　〒○○○－○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○県○○市○○番
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社　名　　○○株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　代表取締役社長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○　○○
                                            （※持参又は郵送の場合は押印する。）

　「横浜国立大学○○○○○○工事」の競争参加資格確認資料を提出します。なお、国立大学法人横浜国立大学工事契約実施規則第２条及び第３条の規定に該当しない者であること、資本関係又は人的関係がある者が当該入札に参加しようとしていないこと（資本関係又は人的関係がある者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く）、会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと、警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして文部科学省発注工事等から排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと、並びに添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。問い合わせ先は下記のとおりです。

記

　　１．問い合わせ先
　　　　　担 当 者　：　○○　○○
　　　　　部　　署　：　○○本店○○部○○課
　　　　　電話番号　：　○○－○○○－○○○○
　　２．本店所在地
　　　　　名　　称　：
　　　　　住　　所　：
　　　　　電話番号　：
　　３．神奈川県内又は東京都内にある支店又は営業所の所在地（１件）のみ記載する。
　　　　　名　　称　：
　　　　　住　　所　：
　　　　　電話番号　：
　　4．経営事項審査状況
          直近の審査基準日 ：

注：本店とは、競争参加資格審査申請書に記載した本店。本店が、神奈川県内又は東京都　に所在する場合は、３．の記載は不要。
注：電子入札システムにより競争参加資格確認資料を提出する場合は、代表者の印を省略できるものと　する。ただし、指定の容量を超過して持参又は郵送等による場合は押印すること。
